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東北圏広域地方計画検討会議設立趣旨

「国土形成計画法」（以下「法」という。）が平成１７年７月に

制定され、新たな計画づくりが始まり、国土審議会において全国

計画等の検討・審議が進められています。

国土形成計画は全国計画と広域地方計画からなり、広域地方計

画における区域が平成１８年６月３０日に示され、７月７日には

法の施行令・施行規則が制定されました。

広域地方計画は平成２０年中頃の策定を目標に進めるとしてい

ますが、法１０条に規定されている「広域地方計画協議会」（以下

「協議会」という。）の設立は、平成１９年中頃とされている全国

計画決定後となっており、審議期間が約一年間と限られています。

このため、全国計画の中間取りまとめ後速やかに、課題の抽出

や東北圏の将来像のコンセプトづくり等を始め、計画の基礎的検

討や協議会設立に向けた準備をする必要があります。

政令で示された県・政令指定都市と国の地方行政機関に東北圏の

代表的な経済団体等を加えた「東北圏広域地方計画検討会議」（以

下「検討会議」という。）を設立し、協議会設立までに必要な事項

の検討を行い、「東北圏広域地方計画」策定のための協議会におけ

る協議が円滑に実施されることを目的とするものです。
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追加構成員について

【 国土形成計画法 】

（広域地方計画協議会）

第１０条第２項

協議会は、必要があると認めるときは、協議により、当該広域地方計画区域

の市町村（指定都市を除く。）、当該広域地方計画区域に隣接する地方公共団体

その他広域地方計画の実施に密接な関係を有する者を加えることができる。

東北圏広域地方計画検討会議において、国土形成計画法第１０条第２項を準用

し、下記機関を追加の構成機関とする。

記

東北圏広域地方計画区域の市町村

青 森 県 青 森 市

新 潟 県 新 潟 市

新 潟 県 長 岡 市

宮 城 県 丸 森 町

新 潟 県 聖 籠 町

東北圏広域地方計画区域に隣接する地方公共団体

北 海 道

富 山 県

東北圏広域地方計画の実施に密接な関係を有する者

東京航空局

社団法人 東北経済連合会

東北六県商工会議所連合会

社団法人 新潟県商工会議所連合会
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東北圏広域地方計画検討会議規則

（名 称）

第１条 この会議は、東北圏広域地方計画検討会議（以下「検討会議」という。）

と称する。

（目 的）

第２条 検討会議は、国土形成計画法（以下「法」という。）第１０条に基づ

き設立される広域地方計画協議会（以下「協議会」という。）の組織・運営

に関する事項、その他必要となる事項を予め協議することにより、協議会に

おける東北圏広域地方計画策定のための協議が円滑に実施されることを目的

として設けるものである。

（構 成）

第３条 検討会議は、別表１に揚げる者をもって構成する。

（会 議）

第４条 検討会議は、第２条の目的を達成するため、次の事項について協議す

るとともに必要となる活動を行うものとする。

（１）検討会議の組織・運営に関すること。

（２）法第６条に定める全国計画の中間とりまとめ等を踏まえた課題の整理

（３）東北圏広域地方計画策定に向けた基礎的な検討

（４）その他第２条の目的を達成するために必要な事項

（役 員）

第５条 検討会議に次の役員を置く。

（１）会長 １名

（２）副会長 ２名

２ 会長は、検討会議の互選により選出する。

３ 会長は、検討会議を代表し、検討会議の議事運営、圏域間の連携・調整等

を行う。

４ 副会長は、会長が構成員の中から指名する。

５ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は欠けたるときは会長が

あらかじめ指名した順序によってその職務を代行する。

（議 事）

第６条 検討会議は、会長が招集し、主宰する。

２ 検討会議は、構成員の２分の１以上の出席がなければ開催することができ

ない。ただし、同一の国の地方支分部局が二以上存する場合は、構成員の数

は、同一の支分部局で１名と数える。

３ 構成員が検討会議に出席できない場合は、その代理人が出席することがで

きる。

４ 検討会議の議事については、会長が議長となる。

５ 会長は、必要と認める者を検討会議に出席させ、意見等を求めることがで

きる。
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（議事の公開）

第７条 会議及び議事概要は、公開するものとする。ただし、特段の理由があ

るときは、会議及び議事概要を非公開とすることができる。

２ 前項ただし書きの場合においては、その理由を明示する。

３ 前２項の規定にかかわらず、会議及び議事概要の公開により当事者若しく

は第三者の権利若しくは利益又は公共の利益を害するおそれがあるときは、

会議及び議事概要の全部又は一部を非公開とすることができる。

（幹事会）

第８条 検討会議は、その円滑な運営を図るため、「幹事会」を設けることが

できる。

２ 幹事会の運営等は幹事会で定める。

（意見の聴取）

第９条 東北圏広域地方計画策定に関わる意見の聴取については、別に定める

「東北圏広域地方計画懇談会」から聴取する。

（分科会等）

第１０条 検討会議は、東北圏広域地方計画策定に向けた課題の整理や基礎的

検討等を行うため「分科会」等を設けることができる。

２ 分科会等の組織・運営等は幹事会で定める。

（合同協議会）

第１１条 検討会議は、他の圏域の広域地方計画策定との調整等を図るため、

合同協議会の開催等必要な措置を講じることができる。

（事務局）

第１２条 検討会議の事務局は東北地方整備局及び東北運輸局に置く。

（雑 則）

第１３条 この規則に定めるもののほか、検討会議の運営に関し必要な事項は、

会長が定める。

附則１ この規則は、平成１９年 １月３１日から施行する。

附則２ 検討会議は全国計画閣議決定後、速やかにその協議結果を協議会へ引

き継ぎ、解散するものとする。



別表－１

構　成　員

東北管区警察局 総務監察部長

関東管区警察局 総務部長

東北総合通信局 総務部長

信越総合通信局 総務部長

東北財務局 総務部長

関東財務局 総務部長

東北厚生局 健康福祉部長

関東信越厚生局 健康福祉部長

東北農政局 企画調整室長

北陸農政局 企画調整室長

東北森林管理局 計画部長

関東森林管理局 計画部長

東北経済産業局 総務企画部長

関東経済産業局 総務企画部長

企画部長

建政部長

北陸地方整備局 副局長

関東地方整備局 計画担当部長

東北運輸局 企画観光部長

北陸信越運輸局 企画観光部長

東京航空局 飛行場部長

第二管区海上保安本部 総務部長

第九管区海上保安本部 総務部長

東北地方環境事務所 統括自然保護企画官

関東地方環境事務所 統括自然保護企画官

中部地方環境事務所 統括自然保護企画官

北海道 企画振興部長

企画政策部長

総合政策室長

企画部長

総務企画部長

改革推進監

企画調整部長

知事政策局長

知事政策室長

企画市民局長

青森県青森市 企画財政部長

新潟県新潟市 政策推進室長

新潟県長岡市 企画部長

宮城県丸森町 企画財政課長

新潟県聖籠町 総務課長

社団法人東北経済連合会 常務理事

東北六県商工会議所連合会 事務局長

社団法人新潟県商工会議所連合会 専務理事
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幹 事 会 の 設 置 に つ い て

【 名 称 】

この会は、東北圏広域地方計画検討会議幹事会（以下「幹事会」という。）

と称する。

【 目 的 】

東北圏広域地方計画検討会議の円滑な運営を図る。

また、東北圏広域地方計画策定に向けた課題の整理や基礎的検討を行う。

【 構 成 】

東北圏広域地方計画検討会議構成機関の課長クラスで構成する。

【 運 営 】

幹事会の運営等は幹事会で定める。




